
 

【第１号議案】 

令和８年度事業計画 

 

（令和８年４月１日～令和９年３月３１日） 

 

令和７年の世界情勢はウクライナ情勢の長期化や中東地域の紛争による不安定化、

米国の新関税政策を契機とした米中対立の激化などにより、地政学的リスクが一段と

高まった一年となりました。サプライチェーンの再編や半導体・ＡＩ分野における覇

権競争が続くなか、主要国の高金利政策や根強いインフレ、気候変動、移民問題、格

差の拡大、さらには政治的分断が複雑に影響し合い、世界経済は一層の不透明感を帯

びています。 

国内では資源高に伴う物価上昇や原材料価格の高騰、急激な為替変動が企業活動に

大きな影響を及ぼしています。 

このような中、自動車運送業界では、いわゆる２０２４年問題に伴う労働時間規制

やドライバー不足への対応など、持続可能な輸送体制の構築が重要な課題となってい

ます。 

バス事業はコロナ禍からの脱却後、運転士不足の中 2024 年問題への対応、諸物価

高騰など深刻な状況に直面しています。輸送人員の減少が続く中でコロナ禍による決

定的なダメージを受けた需要は元に戻ることはなく、事業経営は依然として厳しい状

況が続いています。 

乗合バスは、県下地域住民の生活交通を支える交通インフラとして、極めて需要な

公共交通機関であり、急速な少子・高齢化社会の進展に伴う移動の確保や国、県が取

り組むカーボンニュートラルを推進していくためには、自家用車から公共交通利用へ

のシフト促進に向けて、乗合バスの維持・発展が不可欠であります。 

貸切バスも観光のみならず、災害時や公共イベント輸送等で欠かすことができない

重要なインフラであるとともに、インバウンド振興のためにも必要不可欠であります。 

 

我々バス業界は厳しい経営環境の中にあっても、バスを取り巻く状況の変化に適切

に対応し、多くの課題に取り組んでいかなければなりません。 

特に安定した運行の確保に支障を来すこととなる「乗務員不足への対応」は、緊急

の課題となっており、業界を挙げて取り組んでいかなければなりません。 

 また、最大のサービスである「安全・安心」輸送向けた対策への取組みについても、

安全を第一とし適切な運行管理のもと、“運輸安全マネジメント”の定着を最優先と

した事故防止対策等に業界挙げて取り組んでいくことも重要となっています。 

 

当バス協会としましては、このような諸課題を踏まえ、バス業界の発展を図るため、

令和８年度には、次の事項を重点として、会員各位とともに積極的に取り組むことと

します。 

 



 

 

（１）バス運転者の確保対策に関する事業 

乗合バス、貸切バスともに深刻な運転者の不足が続いており、この解決には賃上げ

等による待遇改善が求められていることや、働く高齢者や女性運転者の活用などによ

り運転者の確保が進むよう取り組みの強化が求められている。 

岐阜県バス協会では、行政機関と連携し運転者不足の改善を目的としたバスドライ

バーの採用に関する運転体験会や就職説明会等を開催し、人材の確保・育成対策に努

めます。 

また、国、県、日本バス協会が実施する補助事業等による人材確保支援策や就職支

援情報の周知を図る。 

 

（２） バス事業の交通安全対策に関する事業 

 

① 各種診断・検査等の受診費用の負担 

バス事業者が行うバス運転者の初任診断、適齢診断、一般診断の受診費用を負担す

るとともに、睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）や脳疾患（脳ドッグ）等健康状態に起因

する事故等を未然に防止するため、「ＳＡＳ検診」や「脳健診」等の受診費用の一部

を負担し、運転者の健康管理の充実に努めます。 

 

② 各種講習・研修等への参加費用負担 

運行管理者基礎講習、一般講習、安全マネジメント講習及び交通安全研修所等での 

運転実技研修等の受講促進を図るため、参加費用を負担します。 

 

③ 交通安全対策に関する啓発事業 

春・秋の全国交通安全運動や、夏・冬の県民交通安全運動、年末・年始の安全総

点検等各種の交通安全運動に積極的に参加するとともに、輸送の安全を図るため、

事故防止委員会（６月、９月、１２月、３月）を開催し事故防止、安全確保に努め

ます。 

また、バス事故の３割を占める車内事故防止を推進するため、利用者に対する

「ゆとり乗降」「シートベルトの着用」、停留所における「バス発進時優先ルール」

の啓発活動及び運転者に対する「ゆとり運転」による安全運行の徹底を図ることを

目的としたキャンペーンを実施します。 

 

会員事業者に対しては「飲酒運転防止対策マニュアル」、「事業用自動車の運転者

の健康マニュアル」、「自動車運送事業者における睡眠時無呼吸症候群対策マニュア

ル」、「自動車運送事業者における脳血管疾患対策ガイドライン」に基づき安全対策

が図られる様に啓発活動に努めます。 

 

④ 各種講座セミナー開催 

中部バス協会と合同で、運行管理者向けに安全に関する講座や事故防止のための

事故防止対策セミナー（2回予定）を開催します。 



 

⑤  貸切バス事業者安全性評価認定促進事業 

平成２３年度から開始され１４年目となる貸切バス事業者安全性評価認定制

度について、認定取得の促進を図るため令和８年度も申請費用の一部を助成しま

す。 

 

（３） バス事業に係るサービスの改善及び向上に関する事業 

① 各種助成 

安全運行に必要な安全対策機器（アルコール検知器、ドライブレコーダー等）、

輸送サービスの向上に資する物品（ステップ台、車内搭載救急箱等）、バス停標

識等のバス施設整備に係る費用について一部助成いたします。 

 

② バスの利用促進等に関する啓発事業 

バスの日（９月２０日）には、広く一般にバスへの親しみとバス事業の理解を

深めてもらうための広報活動を実施します。また、自治体等が実施する運転体験

会や乗物フェアー等のイベントに参画し、地域住民にバスに触れ親しんでもらい、

地域住民の皆様に利用していただけるように啓発に努めます。さらに、岐阜県、

県内各市町で開催する地域公共交通会議等に出席し、各地域の事業実態等を把握

し、バス利用促進が図られるように意見・要望を述べていきます。 

  

（４） バス事業の公害対策等に関する事業 

 

〇公害対策等に関する啓発事業 

地球温暖化ガスの削減及び大気汚染の改善に資するため、「環境対策を強化する月

間」を継続して実施するとともに国の「ディーゼル黒煙クリーンキャンペーン」に基

づき、「エコドライブ推進運動」を展開します。 


